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第26条

（保存及び利用の状況の報告等）

　国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等の保存及び利用の状況につ

いて、毎年度、内閣総理大臣に報告しなければならない。

2  　内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要を公表しな

ければならない。

（１）「国立公文書館等の長は、特定歴史公文書等の保存及び利用の状況
について、毎年度、内閣総理大臣に報告しなければならない」
本法のポイントの 1つは、公文書等の管理について、内閣府の長である内

閣総理大臣に司令塔機能を付与し、内閣総理大臣のチェックによりコンプラ

イアンスを確保する仕組みを整備することである。また、公文書等の管理状

況について、国民に対する説明責務を果たすために、内閣総理大臣が管理状

況を公表することが必要である。以上の目的を達成するためには、その前提

として、内閣総理大臣に公文書等の管理に関する情報を集中させる必要があ

る。そこで、行政文書、法人文書についても、その管理状況について、行政

機関の長および独立行政法人等に、毎年度、内閣総理大臣への報告義務が課

されている（本法 9条 1項、12条 1 項）。同様に特定歴史公文書等について

も、その保存および利用の状況について、定期的に内閣総理大臣への報告義

務を課したのが本項である。

（２）「内閣総理大臣は、毎年度、前項の報告を取りまとめ、その概要
を公表しなければならない」
行政文書、法人文書についても、同様の公表が行われる（本法 9条 2項、

12条 2 項）。内閣総理大臣が公表するのは、国立公文書館等の長からの報告

自体ではなく、それを国民に理解しやすいように取りまとめた「概要」であ

る。これにより、特定歴史公文書等の保存および利用の状況についての議論

を的確に行う基礎資料が広く共有されることになる。

　地方公共団体の課題

❶◯ 公文書管理法の制定を受けた地方公共団体の対応　

地方公共団体においては、情報公開条例において、公文書
⑴

管理についての

基本的規定が置かれ、これを受けて、文書管理規則が定められているのが一

般的である。たとえば、大阪市においても、平成18年条例第17号による改正

前の情報公開条例35条においては、「実施機関は、この条例の適正かつ円滑

な運用に資するため、公文書を適正に管理するものとする」「実施機関は、

規則等で定めるところにより公文書の管理に関する定めを設けるものとす

る」「前項の規則等においては、公文書の分類、作成、保存及び廃棄に関す

る基準その他の公文書の管理に関する必要な事項について定めるものとす

る」と規定されていた。

しかし、公文書管理を単に情報公開の前提としてとらえるのみでは十分で

はない。情報公開条例は現用文書のみを対象とし、情報開示請求制度を中心

とした規定を置き、情報提供制度
⑵

について努力義務規定を設けるのが一般的

であるが、公文書管理は、公文書の作成・取得の段階から廃棄され、または

公文書館等へ移管され、そこで保存・利用されるライフサイクル全体を通じ

て適切に行われなければならず、ライフサイクル全体を通じた法整備が重要

である。そこで、情報公開法制とは別に、公文書管理法制が必要になる。本

章では、文書管理条例制定の課題について述べることとする
⑶

。
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